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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】吸湿性が低く、特性が経時的に劣化し難い有機
半導体装置、かかる有機半導体装置を備え信頼性の高い
電子デバイスおよび電子機器を提供すること。
【解決手段】ゲート絶縁層４０と、バッファ層（第２の
絶縁層）６０とを有し、ゲート絶縁層４０およびバッフ
ァ層６０の少なくとも一方は、下記一般式（Ｉ）で表さ
れる高分子の端部の少なくとも一方がフッ素原子または
フッ素原子を含有する置換基で置換したものであって、
理論フェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下
である絶縁性高分子を主材料として構成されている。

［ただし、式中、Ｒ１は、芳香環を含む二価の連結基を
示し、式中、Ｙは、酸素原子または硫黄原子を示し、式
中、Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連
結基を示す。また、ｎは、２以上の整数である。］
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ソース電極と、ドレイン電極と、ゲート電極と、該ゲート電極に対して前記ソース電極
および前記ドレイン電極を絶縁するゲート絶縁層と、該ゲート絶縁層に接触して設けられ
た有機半導体層と、該有機半導体層の前記ゲート絶縁層と反対側に接触して設けられた第
２の絶縁層とを有し、
　前記ゲート絶縁層および前記第２の絶縁層の少なくとも一方は、下記一般式（Ｉ）で表
される高分子の端部の少なくとも一方がフッ素原子またはフッ素原子を含有する置換基で
置換されたものであって、理論フェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下である
絶縁性高分子を主材料として構成されていることを特徴とする有機半導体装置。
【化１】

　［ただし、式中、Ｒ１は、芳香環を含む二価の連結基を示し、式中、Ｙは、酸素原子ま
たは硫黄原子を示し、式中、Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連結基を示
す。また、式中、ｎは、２以上の整数である。］
【請求項２】
　前記フッ素原子を含有する置換基は、下記化２で表わされるものである請求項１に記載
の有機半導体装置。

【化２】

　［ただし、式中、Ｘは、１～５の整数を示す。］
【請求項３】
　前記Ｒ１は、下記化３のうちのいずれかで表わされるものである請求項１または２記載
の有機半導体装置。
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【化３】

【請求項４】
　前記Ｒ１は、極性基を有しないものである請求項３に記載の有機半導体装置。
【請求項５】
　前記Ｒ１は、下記化４のうちのいずれかで表わされるものである請求項４に記載の有機
半導体装置。

【化４】

【請求項６】
　前記式（Ｉ）中Ｚは、下記化５のうちのいずれかで表わされるものである請求項１に記
載の有機半導体装置。
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【化５】

　［ただし、式中、Ｒ３は、芳香環を含む二価の連結基を示す。］
【請求項７】
　前記Ｚは、カルボニル基またはエステル基を少なくとも１つ含んでいる請求項６に記載
の有機半導体装置。
【請求項８】
　前記Ｒ３は、下記化６のうちのいずれかで表わされるものである請求項６に記載の有機
半導体装置。
【化６】

【請求項９】
　前記Ｒ３は、極性基を有しないものである請求項８に記載の有機半導体装置。
【請求項１０】
　前記Ｒ３は、下記化７のうちのいずれかで表わされるものである請求項９に記載の有機
半導体装置。
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【化７】

【請求項１１】
　前記ゲート絶縁層および前記第２の絶縁層の少なくとも一方は、１００ｋＨｚにおける
誘電率が２．９以上である請求項１ないし１０のいずれかに記載の有機半導体装置。
【請求項１２】
　当該有機半導体装置は、基板を有し、前記ソース電極および前記ドレイン電極が前記ゲ
ート電極より前記基板側に位置するトップゲート構造であり、少なくとも前記ゲート絶縁
層を、前記絶縁性高分子を主材料として構成した請求項１ないし１１のいずれかに記載の
有機半導体装置。
【請求項１３】
　前記ゲート絶縁層の平均厚さは、１０～５０００ｎｍである請求項１ないし１２のいず
れかに記載の有機半導体装置。
【請求項１４】
　前記式（Ｉ）で表される絶縁性高分子の重量平均分子量は、５０００～５０００００で
ある請求項１ないし１３のいずれかに記載の有機半導体装置。
【請求項１５】
　ソース電極と、ドレイン電極と、ゲート電極と、該ゲート電極に対して前記ソース電極
および前記ドレイン電極を絶縁するゲート絶縁層と、該ゲート絶縁層に接触して設けられ
た有機半導体層と、該有機半導体層の前記ゲート絶縁層と反対側に接触して設けられた第
２の絶縁層とを有する有機半導体装置の製造方法であって、
　前記第２の絶縁層を形成する第１の工程と、
　前記第２の絶縁層上に、前記ソース電極および前記ドレイン電極を互いに離間して形成
する第２の工程と、
　前記ソース電極および前記ドレイン電極とに接触するように、前記有機半導体層を形成
する第３の工程と、
　前記ソース電極、前記ドレイン電極および前記有機半導体層を覆うように、前記ゲート
絶縁層を形成する第４の工程と、
　前記ゲート絶縁層上に、前記ソース電極と前記ドレイン電極との間の領域に対応するよ
うに前記ゲート電極を形成する第５の工程とを有し、
　前記第１の工程および前記第４の工程の少なくとも一方は、下記一般式（Ｉ）で表され
る高分子の端部の少なくとも一方がフッ素原子またはフッ素原子を含有する置換基で置換
されたものであって、理論フェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下の絶縁性高
分子を溶媒に溶解した溶液を用いた液相プロセスにより行われるものであることを特徴と
する有機半導体装置の製造方法。
【化８】
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　［ただし、式中、Ｒ１は、芳香環を含む二価の連結基を示し、式中Ｙは、酸素原子また
は硫黄原子を示し、式中、Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連結基を示す
。また、式中ｎは、２以上の整数である。］
【請求項１６】
　前記溶媒は、ケトン系溶媒およびエステル系溶媒のうちの少なくとも一方を主成分とす
るものである請求項１５に記載の有機半導体装置の製造方法。
【請求項１７】
　前記第５の工程は、導電性高分子または金属粒子を水系分散媒に分散してなる電極形成
用材料を用いて液相プロセスにより行われるものである請求項１５に記載の有機半導体装
置の製造方法。
【請求項１８】
　請求項１ないし１４のいずれかに記載の有機半導体装置を備えることを特徴とする電子
デバイス。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の電子デバイスを備えることを特徴とする電子機器。
【請求項２０】
　下記一般式（Ｉ）で表される高分子の端部の少なくとも一方がフッ素原子またはフッ素
原子を含有する置換基で置換されたものであって、理論フェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ
／ポリマーｇ以下である絶縁性高分子を含むことを特徴とする絶縁層形成組成物。
【化９】

　［ただし、式中、Ｒ１は、芳香環を含む二価の連結基を示し、式中Ｙは、酸素原子また
は硫黄原子を示し、式中、Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連結基を示す
。また、式中ｎは、２以上の整数である。］

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機半導体装置、有機半導体装置の製造方法、電子デバイス、電子機器およ
び絶縁層形成組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、半導体的な電気伝導を示す有機材料（有機半導体材料）を使用した薄膜トランジ
スタの開発が進められている。
　この薄膜トランジスタは、薄型軽量化に適すること、可撓性を有すること、材料コスト
が安価であること等の長所を有しており、フレキシブルディスプレイ等のスイッチング素
子として期待されている。
【０００３】
　このような薄膜トランジスタにおいて、ゲート絶縁層の材料として無機材料を用いたも
のがある（例えば、特許文献１参照。）。
　しかしながら、ゲート絶縁層の形成に気相成膜法を用いるため、ゲート絶縁層の形成に
手間と時間とを要するという問題や、ゲート絶縁層の形成時に有機半導体層に変質・劣化
を生じさせてしまうおそれがある。
【０００４】
　かかる不都合を解消すべく、ゲート絶縁層の構成材料として、例えば、フェノール系樹
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　ところが、これらの樹脂は、極性を有しているため、吸湿性が高い。かかる薄膜トラン
ジスタを大気中で使用した場合、ゲート絶縁体層が吸湿し、ゲート絶縁体層中の水分が上
昇すると、イオン電流が流れるようになり、しきい電圧（Ｖｔｈ）のシフト、ゲートリー
ク電流の上昇、絶縁破壊等が生じ易くなるという問題がある。
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－１０３７１９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、吸湿性が低く、特性が経時的に劣化し難い有機半導体装置および有機
半導体装置の製造方法、かかる有機半導体装置に用いられる絶縁層形成組成物、かかる有
機半導体装置を備え信頼性の高い電子デバイスおよび電子機器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　このような目的は、下記の本発明により達成される。
　本発明の有機半導体装置は、ソース電極と、ドレイン電極と、ゲート電極と、該ゲート
電極に対して前記ソース電極および前記ドレイン電極を絶縁するゲート絶縁層と、該ゲー
ト絶縁層に接触して設けられた有機半導体層と、該有機半導体層の前記ゲート絶縁層と反
対側に接触して設けられた第２の絶縁層とを有し、
　前記ゲート絶縁層および前記第２の絶縁層の少なくとも一方は、下記一般式（Ｉ）で表
される高分子の端部の少なくとも一方がフッ素原子またはフッ素原子を含有する置換基で
置換されたものであって、理論フェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下である
絶縁性高分子を主材料として構成されていることを特徴とする。
【０００８】
【化１】

　［ただし、式中、Ｒ１は、芳香環を含む二価の連結基を示し、式中、Ｙは、酸素原子ま
たは硫黄原子を示し、式中、Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連結基を示
す。また、式中、ｎは、２以上の整数である。］
　これにより、ポリマー構造と水酸基含有量を規定することにより、吸湿性が低く、特性
が経時的に劣化し難い有機半導体装置が得られる。また、Ｙが酸素原子である場合には、
絶縁性高分子をより極性の高い溶媒に溶解することが可能となるとともに、絶縁性高分子
をゲート絶縁層に用いる場合には、酸素原子が有機半導体層中に生起した正孔を捕捉して
、有機半導体層の導電化をより確実に防止することができるようになる。
【０００９】
　本発明の有機半導体装置では、前記フッ素原子を含有する置換基は、下記化２で表わさ
れるものであることが好ましい。
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【化２】

　［ただし、式中、Ｘは、１～５の整数を示す。］
　フッ素原子がベンゼン（共役系の構造）に結合しているため、絶縁性高分子の分子構造
内において、電子がフッ素原子側に偏在しており、そのため、隣接する分子から電子を引
き抜く力が弱い。そのため、特に、絶縁性高分子を主材料としてゲート絶縁層を構成する
ことにより、有機半導体層からの電子吸引力が弱いものとなり、有機半導体層の導電化を
防止することができる。
【００１０】
　本発明の有機半導体装置では、前記Ｒ１は、下記化３のうちのいずれかで表わされるも
のであることが好ましい。
【化３】

　これにより、絶縁性高分子が高い絶縁性を示すようになり、高い絶縁性を有するゲート
絶縁層および／または第２の絶縁層を形成することができる。また、絶縁性高分子で形成
された膜の機械的強度（膜強度）が向上する。
【００１１】
　本発明の有機半導体装置では、前記Ｒ１は、極性基を有しないものであることが好まし
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い。
　これにより、絶縁性高分子の極性を比較的低くすることができる。そのため、有機半導
体層中に電気伝導を妨げるようなキャリアの捕獲準位の形成を抑制することができるため
、特に、ゲート絶縁層の構成材料として適したものとなる。
【００１２】
　本発明の有機半導体装置では、前記Ｒ１は、下記化４のうちのいずれかで表わされるも
のであることが好ましい。
【化４】

　これにより、芳香環間の凝集力が働き絶縁膜の強度が増す。
【００１３】
　本発明の有機半導体装置では、前記式（Ｉ）中Ｚは、下記化５のうちのいずれかで表わ
されるものであることが好ましい。

【化５】

　［ただし、式中、Ｒ３は、芳香環を含む二価の連結基を示す。］
　これにより、絶縁性高分子をより極性の高い溶媒に溶解することが可能となる。また、
酸素原子を含むＺを有する絶縁性高分子をトップゲート構造の有機半導体装置において、
そのゲート絶縁層に用いる場合には、酸素原子が有機半導体層中に生起した正孔を捕捉し
て、有機半導体層の導電化をより確実に防止することができるようになる。
【００１４】
　本発明の有機半導体装置では、前記Ｚは、カルボニル基またはエステル基を少なくとも
１つ含んでいることが好ましい。
　特に、カルボニル基またはエステル基を含むことにより、絶縁性高分子のケトン系溶媒
やエステル系溶媒のように比較的極性の高い溶媒への溶解度がさらに高まる。これらの溶
媒は、有機半導体層を溶解または膨潤し難い溶媒であるため、トップゲート構造の有機半
導体装置において、ゲート絶縁層を液相プロセスにより形成する場合であっても、有機半
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【００１５】
　本発明の有機半導体装置では、前記Ｒ３は、下記化６のうちのいずれかで表わされるも
のであることが好ましい。
【化６】

　これにより、絶縁性高分子が高い絶縁性を示すようになり、高い絶縁性を有するゲート
絶縁層および／または第２の絶縁層を形成することができる。また、絶縁性高分子で形成
された膜の機械的強度（膜強度）が向上する。
【００１６】
　本発明の有機半導体装置では、前記Ｒ３は、極性基を有しないものであることが好まし
い。
　これにより、絶縁性高分子の極性を比較的低くすることができる。そのため、有機半導
体層中に電気伝導を妨げるようなキャリアの捕獲準位の形成を抑制することができるため
、特に、ゲート絶縁層の構成材料として適したものとなる。
【００１７】
　本発明の有機半導体装置では、前記Ｒ３は、下記化７のうちのいずれかで表わされるも
のであることが好ましい。
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【化７】

　これにより、芳香環間の凝集力が働き絶縁膜の強度が増す。
【００１８】
　本発明の有機半導体装置では、前記ゲート絶縁層および前記第２の絶縁層の少なくとも
一方は、１００ｋＨｚにおける誘電率が２．９以上であることが好ましい。
　特に、ゲート絶縁層の誘電率が上記範囲内である場合には、十分な絶縁性を発揮しつつ
、有機半導体装置の作動電圧を低くすることができる。
　本発明の有機半導体装置では、当該有機半導体装置は、基板を有し、前記ソース電極お
よび前記ドレイン電極が前記ゲート電極より前記基板側に位置するトップゲート構造であ
り、少なくとも前記ゲート絶縁層を、前記絶縁性高分子を主材料として構成したことが好
ましい。
　前記絶縁性高分子を主材料としてゲート絶縁層を構成することにより、トップゲート構
造の有機半導体装置において、ゲート絶縁層を液相プロセスにより形成する場合であって
も、有機半導体層が変質・劣化するのを好適に防止することができる。
【００１９】
　本発明の有機半導体装置では、前記ゲート絶縁層の平均厚さは、１０～５０００ｎｍで
あることが好ましい。
　これにより、ソース電極およびドレイン電極とゲート電極とを確実に絶縁しつつ、薄膜
トランジスタの動作電圧を低くすることができる。
　本発明の有機半導体装置では、前記式（Ｉ）で表される絶縁性高分子の重量平均分子量
は、５０００～５０００００であることが好ましい。
　これにより、絶縁性高分子で形成された膜の機械的強度を高めることができる。また、
溶媒へ溶解した際の溶液の粘度を液相プロセスに適したものとすることができる。よって
、液相プロセスを用いて、比較的容易に、十分な膜強度を有するゲート絶縁層および／ま
たは第２の絶縁層を形成することができる。
【００２０】
　本発明の有機半導体装置の製造方法は、ソース電極と、ドレイン電極と、ゲート電極と
、該ゲート電極に対して前記ソース電極および前記ドレイン電極を絶縁するゲート絶縁層
と、該ゲート絶縁層に接触して設けられた有機半導体層と、該有機半導体層の前記ゲート
絶縁層と反対側に接触して設けられた第２の絶縁層とを有する有機半導体装置の製造方法
であって、
　前記第２の絶縁層を形成する第１の工程と、
　前記第２の絶縁層上に、前記ソース電極および前記ドレイン電極を互いに離間して形成
する第２の工程と、
　前記ソース電極および前記ドレイン電極とに接触するように、前記有機半導体層を形成
する第３の工程と、
　前記ソース電極、前記ドレイン電極および前記有機半導体層を覆うように、前記ゲート
絶縁層を形成する第４の工程と、
　前記ゲート絶縁層上に、前記ソース電極と前記ドレイン電極との間の領域に対応するよ
うに前記ゲート電極を形成する第５の工程とを有し、
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　前記第１の工程および前記第４の工程の少なくとも一方は、下記一般式（Ｉ）で表され
る高分子の端部の少なくとも一方がフッ素原子またはフッ素原子を含有する置換基で置換
されたものであって、理論フェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下の絶縁性高
分子を溶媒に溶解した溶液を用いた液相プロセスにより行われるものであることを特徴と
する。
【化８】

　［ただし、式中、Ｒ１は、芳香環を含む二価の連結基を示し、式中Ｙは、酸素原子また
は硫黄原子を示し、式中、Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連結基を示す
。また、式中ｎは、２以上の整数である。］
　液相プロセスによれば、低温での層形成が可能なため、高温の熱履歴を経ることによる
有機半導体装置の特性の低下を防止することができる。その結果、吸湿性が低く、特性が
経時的に劣化し難い有機半導体装置が得られる。
【００２１】
　本発明の有機半導体装置の製造方法では、前記溶媒は、ケトン系溶媒およびエステル系
溶媒のうちの少なくとも一方を主成分とするものであることが好ましい。
　前記絶縁性高分子は、ケトン系溶媒やエステル系溶媒のように比較的極性の高い溶媒に
良好に溶解させることができる。また、これらの溶媒は、有機半導体層を溶解または膨潤
し難い溶媒であるため、特にトップゲート構造の有機半導体装置において、ゲート絶縁層
を液相プロセスにより形成する場合であっても、有機半導体層が変質・劣化するのを好適
に防止することができる。
【００２２】
　本発明の有機半導体装置の製造方法では、前記第５の工程は、導電性高分子または金属
粒子を水系分散媒に分散してなる電極形成用材料を用いて液相プロセスにより行われるも
のであることが好ましい。
　かかる液相プロセスにおいて、例えば、電極形成用材料をインクジェト法により供給す
ることにより、寸法精度の高いゲート電極を簡便に形成することができる。
　本発明の電子デバイスは、本発明の有機半導体装置を備えることを特徴とする。
　これにより、信頼性の高い電子デバイスが得られる。
　本発明の電子機器は、本発明の電子デバイスを備えることを特徴とする。
　これにより、信頼性の高い電子機器が得られる。
【００２３】
　本発明の絶縁層形成組成物は、下記一般式（Ｉ）で表される高分子の端部の少なくとも
一方がフッ素原子またはフッ素原子を含有する置換基で置換されたものであって、理論フ
ェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下である絶縁性高分子を含むことを特徴と
する。
【化９】
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　［ただし、式中、Ｒ１は、芳香環を含む二価の連結基を示し、式中Ｙは、酸素原子また
は硫黄原子を示し、式中、Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連結基を示す
。また、式中ｎは、２以上の整数である。］
　これにより、吸湿性が低く特性が劣化し難い有機半導体装置を得られるだけでなく、前
記絶縁性高分子を含む溶液に対する溶媒の選択範囲を大幅に拡げることができる。例えば
液相プロセスに最適な溶液を作製することが可能になり、容易にかつ均一性の高い十分な
膜強度を有する、有機半導体装置のゲート絶縁層および／または第２の絶縁層（バッファ
層）を形成することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、以下、本発明の有機半導体装置、有機半導体装置の製造方法、電子デバイス、電
子機器および絶縁層形成組成物について、好適な実施形態に基づいて詳細に説明する。
　なお、以下では、本発明の有機半導体装置をアクティブマトリクス装置に適用した場合
を一例に説明する。
【００２５】
　＜アクティブマトリクス装置＞
　図１は、本発明の有機半導体装置を適用したアクティブマトリクス装置の構成を示すブ
ロック図、図２は、図１に示すアクティブマトリクス装置が備える有機薄膜トランジスタ
の構成を示す図（縦断面図および平面図）、図３および図４は、それぞれ、図２に示す有
機薄膜トランジスタの製造方法を説明するための図（縦断面図）である。なお、以下の説
明では、図２～図４中上側を「上」、下側を「下」として説明する。
【００２６】
　図１に示すアクティブマトリクス装置３００は、基板５００と、いずれも基板５００上
に設けられ、互いに直交する複数のデータ線３０１と、複数の走査線３０２と、これらの
データ線３０１と走査線３０２との各交点付近に設けられた有機薄膜トランジスタ１（以
下、「薄膜トランジスタ１」と言う。）および画素電極３０３とを有している。
　そして、薄膜トランジスタ１が有するゲート電極５０は走査線３０２に、ソース電極２
０ａはデータ線３０１に、ドレイン電極２０ｂは後述する画素電極（個別電極）３０３に
、それぞれ接続されている。
【００２７】
　本実施形態の薄膜トランジスタ１は、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂがゲ
ート電極５０より基板５００側に位置するトップゲート構造（トップゲート型）の薄膜ト
ランジスタである。
　具体的には、図２（ａ）に示すように、この薄膜トランジスタ１は、基板５００上に設
けられたバッファ層（第２の絶縁層）６０と、バッファ層６０上に、互いに分離して設け
られたソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂと、ソース電極２０ａおよびドレイン
電極２０ｂに接触して設けられた有機半導体層３０と、有機半導体層３０とゲート電極５
０との間に位置するゲート絶縁層４０と、これらの各層を覆うように設けられた保護層７
０とを有している。
　以下、各部の構成について、順次説明する。
【００２８】
　基板５００は、薄膜トランジスタ１（アクティブマトリクス装置３００）を構成する各
層（各部）を支持するものである。
　基板５００には、例えば、ガラス基板、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリ
エチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、芳香族ポリエステ
ル（液晶ポリマー）、ポリイミド（ＰＩ）等で構成されるプラスチック基板（樹脂基板）
、石英基板、シリコン基板、金属基板、ガリウム砒素基板等を用いることができる。
【００２９】
　薄膜トランジスタ１に可撓性を付与する場合には、基板５００には、プラスチック基板
、あるいは、薄い（比較的膜厚の小さい）金属基板が選択される。
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　基板５００上には、バッファ層（下地層）６０が設けられている。
　このバッファ層６０は、後述する有機半導体層３０に水分が浸入するのを防止する機能
や、基板５００がガラス材料等で構成される場合、基板５００から有機半導体層３０にイ
オン等が拡散するのを防止する機能を有する。
【００３０】
　このような有機半導体層３０に接触するバッファ層６０、および、後述するゲート絶縁
層４０の少なくとも一方（好ましくは双方）が、後述する一般式（Ｉ）で表される高分子
の端部の少なくとも一方をフッ素原子またはフッ素原子を含有する置換基で置換したもの
であって、理論フェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下である絶縁性高分子を
主材料として構成されている。この絶縁性高分子については、後に詳述する。
【００３１】
　バッファ層６０の平均厚さは、０．０１～２０μｍ程度であるのが好ましく、０．１～
１μｍ程度であるのがより好ましい。
　バッファ層６０上には、所定の間隔を離間して、ソース電極２０ａおよびドレイン電極
２０ｂが設けられている。
　ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂの構成材料としては、例えば、Ａｕ、Ａｇ
、Ｃｕ、Ｐｔ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｔａ、Ａｌまたはこれらを含む合金のような金属材料
等が挙げられ、これらのうちの１種または２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３２】
　これらの中でも、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂの構成材料としては、そ
れぞれ、Ａｕ、Ａｇ、Ｃｕ、Ｐｔまたはこれらを含む合金を主とするものが好ましい。こ
れらのものは、比較的仕事関数が大きいため、有機半導体層３０がｐ型である場合には、
ソース電極２０ａをこれらの材料で構成することにより、有機半導体層３０への正孔（キ
ャリア）の注入効率を向上させることができる。
【００３３】
　なお、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂの平均厚さは、特に限定されないが
、それぞれ、１０～２０００ｎｍ程度であるのが好ましく、５０～１０００ｎｍ程度であ
るのがより好ましい。
　ソース電極２０ａとドレイン電極２０ｂとの距離、すなわち、図２（ｂ）に示すチャネ
ル長Ｌは、０．５～１００μｍ程度であるのが好ましく、１～５０μｍ程度であるのがよ
り好ましい。このような範囲にチャネル長Ｌの値を設定することにより、薄膜トランジス
タ１の特性の向上（特に、ＯＮ電流値の上昇）を図ることができる。
【００３４】
　また、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂの長さ、すなわち、図２（ｂ）に示
すチャネル幅Ｗは、０．１～５ｍｍ程度であるのが好ましく、０．３～３ｍｍ程度である
のがより好ましい。このような範囲にチャネル幅Ｗの値を設定することにより、寄生容量
を低減させることができ、薄膜トランジスタ１の特性の劣化を防止することができる。ま
た、薄膜トランジスタ１の大型化を防止することもできる。
　ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂに接触するように、有機半導体層３０が設
けられている。
【００３５】
　有機半導体層３０の構成材料としては、例えば、ポリ（３－アルキルチオフェン）、ポ
リ（３－ヘキシルチオフェン）（Ｐ３ＨＴ）、ポリ（３－オクチルチオフェン）、ポリ（
２，５－チエニレンビニレン）（ＰＴＶ）、ポリ（パラ－フェニレンビニレン）（ＰＰＶ
）、ポリ（２－メトキシ，５－（２’－エチルヘキソキシ）－パラ－フェニレンビニレン
）（ＭＥＨ－ＰＰＶ）、ポリ（９，９－ジオクチルフルオレン）（ＰＦＯ）、ポリ（９，
９－ジオクチルフルオレン－コ－ビス－Ｎ，Ｎ’－（４－メトキシフェニル）－ビス－Ｎ
，Ｎ’－フェニル－１，４－フェニレンジアミン）（ＰＦＭＯ）、ポリ（９，９－ジオク
チルフルオレン－コ－ベンゾチアジアゾール）（ＢＴ）、フルオレン－トリアリールアミ
ン共重合体、トリアリールアミン系ポリマー、フルオレン－ビチオフェン共重合体（Ｆ８
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Ｔ２）、ポリアリールアミン（ＰＡＡ）のような高分子の有機半導体材料、フラーレン、
金属フタロシアニンまたはその誘導体、アントラセン、テトラセン、ペンタセン、ヘキサ
セン等のアセン分子材料、クォーターチオフェン（４Ｔ）、セキシチオフェン（６Ｔ）、
オクチチオフェン（８Ｔ）、ジヘキシルクォーターチオフェン（ＤＨ４Ｔ）、ジヘキシル
セキシチオフェン（ＤＨ６Ｔ）等のα－オリゴチオフェン類のような低分子の有機半導体
等が挙げられ、これらのうちの１種または２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３６】
　これらの中でも、特に、高分子の有機半導体材料を主成分とするものを用いるのが好ま
しい。高分子の有機半導体材料は、キャリア輸送能に優れることから好ましい。
　また、高分子の有機半導体材料を主材料として構成される有機半導体層３０は、薄型化
・軽量化が可能であり、可撓性にも優れるため、フレキシブルディスプレイのスイッチン
グ素子等として用いられる薄膜トランジスタ１への適用に適している。
【００３７】
　この有機半導体層３０の平均厚さは、特に限定されないが、０．１～１０００ｎｍ程度
であるのが好ましく、１～５００ｎｍ程度であるのがより好ましく、１～１００ｎｍ程度
であるのがさらに好ましい。
　なお、有機半導体層３０は、ソース電極２０ａとドレイン電極２０ｂとの間の領域（チ
ャネル領域）に選択的に設けられた構成のものであってもよく、ソース電極２０ａおよび
ドレイン電極２０ｂのほぼ全体を覆うように設けられた構成のものであってもよい。
【００３８】
　有機半導体層３０と接触し、かつ、有機半導体層３０、ソース電極２０ａおよびドレイ
ン電極２０ｂを覆うように、ゲート絶縁層４０が設けられている。
　このゲート絶縁層４０は、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂに対して、後述
するゲート電極５０を絶縁するものである。
　ゲート絶縁層４０の平均厚さは、特に限定されないが、１０～５０００ｎｍ程度である
のが好ましく、１００～２０００ｎｍ程度であるのがより好ましい。ゲート絶縁層４０の
厚さを前記範囲とすることにより、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂとゲート
電極５０とを確実に絶縁しつつ、薄膜トランジスタ１の動作電圧を低くすることができる
。後述すように、ゲート絶縁層を構成する絶縁性高分子（後述する一般式（Ｉ）で表わさ
れる高分子（絶縁層形成組成物））は、液相プロセスに適した高分子であるため、液相プ
ロセスを用いて、比較的容易かつ高精度に、上記範囲内に属するような比較的薄い層を形
成することができる。
【００３９】
　ゲート絶縁層４０上の所定の位置、すなわち、ソース電極２０ａとドレイン電極２０ｂ
との間の領域に対応する位置には、有機半導体層３０に電界をかけるゲート電極５０が設
けられている。
　このゲート電極５０の構成材料としては、例えば、Ｐｄ、Ｐｔ、Ａｕ、Ｗ、Ｔａ、Ｍｏ
、Ａｌ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｃｕまたはこれらを含む合金等の金属材料、カーボンブラック、カ
ーボンナノチューブ、フラーレン等の炭素材料、ポリアセチレン、ポリピロール、ポリ（
３，４－エチレンジオキシチオフェン）（ＰＥＤＯＴ）のようなポリチオフェン、ポリア
ニリン、ポリ（ｐ－フェニレン）、ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）、ポリフルオレン、
ポリカルバゾール、ポリシランまたはこれらの誘導体、およびこれらを含む混合物等の導
電性高分子材料等が挙げられ、これらのうちの１種または２種以上を組み合わせて用いる
ことができる。なお、混合物系の導電性高分子材料としては、例えば、ポリ（３，４－エ
チレンジオキシチオフェン）（ＰＥＤＯＴ）／ポリ（スチレンスルホン酸）（ＰＳＳ）等
が挙げられる。
【００４０】
　ゲート電極５０の平均厚さは、特に限定されないが、１～１０００ｎｍ程度であるのが
好ましく、１～２００ｎｍ程度であるのがより好ましい。
　また、以上のような各層を覆うようにして、保護層７０が設けられている。
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　この保護層７０は、有機半導体層３０に水分が浸入するのを防止する機能や、ゲート電
極５０に異物が接触して、隣接する薄膜トランジスタ１同士がショートするのを防止する
機能を有する。
【００４１】
　保護層７０の構成材料としては、例えば、ポリスチレン、ポリイミド、ポリアミドイミ
ド、ポリビニルフェニレン、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリメチルメタクリレート（Ｐ
ＭＭＡ）のようなアクリル系樹脂、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）のようなフ
ッ素系樹脂、ポリパラキシリレンのようなパリレン樹脂、ポリビニルアルコールのような
ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルフェノールあるいはノボラック樹脂のようなフェ
ノール系樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリイソブチレン、ポリブテンなどのオ
レフィン系樹脂のような有機系絶縁材料、ＳｉＯ、ＳｉＮのような無機系絶縁材料等が挙
げられる。また、後述する一般式（Ｉ）で表される絶縁性高分子材料を用いることもでき
る。
　保護層７０の平均厚さは、特に限定されないが、０．０５～２０μｍ程度であるのが好
ましく、０．１～５μｍ程度であるのがより好ましい。
　なお、保護層７０は、必要に応じて設けるようにすればよく、省略することもできる。
【００４２】
　－薄膜トランジスタ１の作動－
　このような薄膜トランジスタ１では、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂの間
に電圧を印加した状態で、ゲート電極５０にゲート電圧を印加すると、有機半導体層３０
のゲート絶縁層４０との界面付近にチャネル（キャリアの流路）が形成され、チャネル領
域をキャリア（正孔）が移動することで、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂの
間に電流が流れる。
【００４３】
　すなわち、ゲート電極５０に電圧が印加されていないＯＦＦ状態では、ソース電極２０
ａおよびドレイン電極２０ｂとの間に電圧を印加しても、有機半導体層３０中にほとんど
キャリアが存在しないため、微少な電流しか流れない。
　一方、ゲート電極５０に電圧が印加されているＯＮ状態では、有機半導体層３０のゲー
ト絶縁層４０に面した部分に電荷が誘起され、チャネルが形成される。この状態でソース
電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂの間に電圧を印加すると、チャネル領域を通って電
流が流れる。
【００４４】
　ここで、ゲート絶縁層４０およびバッファ層６０の少なくとも一方（好ましくは両方）
は、１００ｋＨｚにおける誘電率が２．９以上であることが好ましく、３．０以上である
ことがより好ましい。特に、ゲート絶縁層４０の誘電率を前記範囲内とすることにより、
前記ＯＮ状態では、有機半導体層３０のゲート絶縁層４０に面した部分に電荷がより誘起
され易くなる。そのため、ゲート絶縁層４０の十分な絶縁性を保ちつつ、薄膜トランジス
タ１の動作電圧を低くすることができる。
　次に、下記一般式（Ｉ）で表される高分子に、絶縁性高分子の端部の少なくとも一方を
フッ素原子またはフッ素原子を含有する置換基で置換した絶縁性高分子について説明する
。言い換えれば、このような絶縁性高分子は、少なくとも一方の端がフッ素原子で終端し
ているものであるとも言える。
【００４５】
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【化１０】

　［ただし、式中、Ｒ１は、芳香環を含む二価の連結基を示し、式中、Ｙは、酸素原子ま
たは硫黄原子を示し、式中、Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連結基を示
す。ｎは、２～５００までの整数である。］
【００４６】
　この絶縁性高分子は、フッ素原子を含有する置換基と、フッ素化された芳香環とを含む
ため吸湿性が低い。すなわち、絶縁性高分子は高い耐吸湿性を示す。そして、かかる絶縁
性高分子で構成される層の吸水率を、０．１％以下（好ましくは０．０７％以下程度）と
することができる。
　また、本発明では、前記絶縁性高分子の理論フェノール価が２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマ
ーｇ以下であることを特徴としている。ここで、理論フェノール価とは、高分子（ポリマ
ー）１ｇあたりの水酸基（－ＯＨ）の数を理論的に表す数値である。この数値が小さい程
、高分子の単位重量中に含まれる水酸基の数が少ないことを意味する。そのため、前記絶
縁性高分子材料の理論フェノール価を前記のような範囲とすることにより、絶縁性がより
高まることとなる。このような高分子は、ポリマーのフェノール端末を封止部材を用いて
封止することでも得られるし、仕込み比率を変更することによっても得ることができる。
【００４７】
　このように、本発明では、十分な絶縁性を得るために、前記絶縁性高分子の理論フェノ
ール価を２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下としたことを特徴としているが、理論フェノ
ール価を１．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下とすることがより好ましく、０（ゼロ）ＫＯ
Ｈｍｇ／ポリマーｇとすることがさらに好ましい。これにより、前述の効果がより顕著な
ものとなる。
【００４８】
　したがって、かかる絶縁性高分子を主材料として、ゲート絶縁膜４０やバッファ層６０
を構成することにより、吸湿による薄膜トランジスタ１の特性の劣化、特に、イオン電流
の発生に伴うしきい電圧（Ｖｔｈ）のシフト（変動）、ゲートリーク電流の上昇、絶縁破
壊の発生等を防止することができる。
　特に、前記絶縁性高分子では、フッ素化された芳香環を含んでいる。当該部分において
は、フッ素原子がベンゼン（共役系の構造）に結合しているため、絶縁性高分子の分子構
造内において、電子がフッ素原子側に偏在している。そのため、隣接する分子から電子を
引き抜く力、すなわち、有機半導体層３０からの電子吸引力が弱い。
【００４９】
　このようなことから、前記絶縁性高分子を主材料としてゲート絶縁層４０を構成するこ
とにより、有機半導体層３０の導電化を確実に防止するができる。
　また、この絶縁性高分子は、フッ素化された芳香環を含むことにより、絶縁性高分子同
士の凝集力が低下し、各種溶媒に対して高い溶解性を示す。このため、液相プロセスを用
いて、ゲート絶縁膜４０やバッファ層６０を形成することが可能となり、薄膜トランジス
タ１の製造コストの削減を図ることができる。また、液相プロセスによれば、低温での層
形成が可能なため、高温の熱履歴を経ることによる薄膜トランジスタ１の特性の低下を防
止することができる。このようなゲート絶縁膜４０やバッファ層６０を形成する方法につ
いては、後に詳述する。ここで、液相プロセスとは、成膜したい材料を溶解もしくは分散
させることで液状体とし、この液状体を用いてスピンコート法、ディップ法、あるいは液
滴吐出法（インクジェット法）等により薄膜を作製する方法である。
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【００５０】
　このような絶縁性高分子の重量平均分子量としては、特に限定されないが、５千～２０
万程度であるのが好ましく、２万～１０万程度であることがより好ましい。重量平均分子
量は、ＧＰＣを用いて、ポリスチレン換算で求めることができる。重量平均分子量が小さ
過ぎると、二価の連結基Ｚ、Ｒ１の種類によっては、成膜後において、十分な膜強度等が
得られないおそれがあり、一方、重量平均分子量が大き過ぎると、溶媒へ溶解した際の溶
液の粘度が高くなり過ぎ、液相プロセスによる成膜が困難となるおそれがある。すなわち
、絶縁性高分子の重量平均分子量を上記範囲とすることにより、液相プロセスを用いて、
比較的容易に、十分な膜強度を有するゲート絶縁層４０およびバッファ層６０を形成する
ことができる。
【００５１】
　前記絶縁性高分子は、前述したように、一般式（Ｉ）で表される高分子の端部の少なく
とも一方（好ましくは両方）がフッ素原子またはフッ素原子を含有する置換基で置換され
ているものである。
　このような置換基としては、特に限定されず、例えば、－ＣＦ３、－ＣＨ２ＣＦ３等の
非共役系の構造にフッ素原子が結合するもの、下記化１１に示すような共役系の構造にフ
ッ素原子が結合するものなどが挙げられる。この置換基としては、下記化１１に示す置換
基が好適である。
【００５２】
【化１１】

［ただし、Ｘは、１～５の整数であり、芳香環に結合するＦの数を示す。］
【００５３】
　さらに、化１１で示される置換基のうちでも、特に、下記化１２で示す、５つの水素全
てがフッ素原子で置換されたものであるのがより好ましい。このような構成とすることに
より、前記絶縁性高分子は、より高い耐吸湿性を示す。
　また、このような構成をとることにより、フッ素原子がベンゼン（共役系の構造）に結
合しているため、絶縁性高分子の分子構造内において、電子がフッ素原子側に偏在してお
り、そのため、隣接する分子から電子を引き抜く力、すなわち、有機半導体層３０からの
電子吸引力が弱い。このようなことから、前記絶縁性高分子を主材料としてゲート絶縁層
４０を構成することにより、有機半導体層３０の導電化を確実に防止するができる。
【００５４】
【化１２】
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【００５５】
　以下、式（Ｉ）中のＹ、Ｚ、Ｒ１について、それぞれ説明する。
　まず、式（Ｉ）中のＹについて説明する。
　Ｙは、前述したように、酸素原子または硫黄原子であるが、酸素原子であるのがより好
ましい。これにより、絶縁性高分子をより極性の高い溶媒に溶解することが可能となると
ともに、絶縁性高分子をゲート絶縁層４０に用いる場合には、酸素原子が有機半導体層３
０中に生起した正孔を捕捉して、有機半導体層３０の導電化をより確実に防止することが
できるようになる。
【００５６】
　次いで、式（Ｉ）中のＺについて説明する。
　Ｚは、カルボニル基または硫黄原子を含む二価の連結基を示し、例えば、式（Ｉ）中の
Ｚとしては下記化１３が好適である。
【００５７】
【化１３】

【００５８】
　これらは、カルボニル基（＞Ｃ＝Ｏ）、エステル基（－ＣＯＯ－）、スルホニル基（＞
Ｓ（＝Ｏ）２）またはスルフィド結合（－Ｓ－）を有しているため、絶縁性高分子を極性
の高い溶媒に溶解することが可能となる。
　これらの中でも、カルボニル基またはエステル基を含むものがより好ましい。カルボニ
ル基（またはエステル基）を含む前記絶縁性高分子においては、カルボニル基（またはエ
ステル基）中の酸素原子が非共有電子対の存在により弱いルイス塩基としての性質を示す
ため、仮に有機半導体層３０中に正孔が生起した場合でも、この正孔を捕捉することがで
きる。
【００５９】
　特に、カルボニル基（またはエステル基）は、フッ素原子が結合したベンゼン環に直接
結合しており、これらの構造間における共役により、カルボニル基（またはエステル基）
が有する酸素原子は、正孔を捕捉した状態で安定化する能力に優れる。このため、前記絶
縁性高分子は、有機半導体層３０の導電化を防止する機能が極めて高い。
　また、カルボニル基（またはエステル基）を含むことにより、前記絶縁性高分子材料を
、ケトン系溶媒やエステル系溶媒のように比較的極性の高い溶媒に溶解させることができ
る。これらの溶媒は、有機半導体層３０を溶解または膨潤し難い溶媒であるため、本実施
形態のように、トップゲート構造の薄膜トランジスタ１において、ゲート絶縁層４０を液
相プロセスにより形成する場合であっても、有機半導体層３０が変質・劣化するのを好適
に防止することができる。
　以上のようなことから、フッ素化されたベンゼン環を有し、かつ、カルボニル基（また
はエステル基）を含む絶縁性高分子を主材料としてゲート絶縁層４０を構成することによ
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り、オン／オフ比が高く、低電圧駆動可能な薄膜トランジスタ１が得られる。
　次いで、式（Ｉ）中のＲ１およびＺ中のＲ３について説明する。
【００６０】
　Ｒ１およびＲ３としては、それぞれ、特に限定されないが、芳香環を少なくとも１つ含
むものが好ましい。芳香環は、π電子を有するため、他の分子を引き付け易い性質を有す
る。そのため、前記絶縁性高分子に含まれるＲ１およびＲ３が芳香環を含むことにより、
複数の前記絶縁性高分子が互いに引き付け合い、前記絶縁性高分子の密度が高くなる。こ
のような絶縁性高分子を主材料として、ゲート絶縁層４０やバッファ層６０を形成するこ
とで、芳香環により、この部分のポリマーの凝集力が増す為、膜にした時の機械的強度が
増す。
【００６１】
　Ｒ１やＲ３に含まれる芳香環としては、例えば、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラ
セン環、フェナントレン環、１，３，５－トリアジン環等が挙げられるが、これらの中で
も、特に、ベンゼン環や１，３，５－トリアジン環等の１つの環で構成された芳香環が好
適に用いられる。これにより、前記絶縁性高分子を溶媒へ溶解した際の溶液の粘度を液相
プロセスに適した粘度とすることができる。
　このようなＲ１およびＲ３としては、それぞれ、下記化１４に示されるものが好適であ
る。なお、Ｒ１およびＲ３は、互いに同じ基であってもよいし、異なる基であってもよい
。
【００６２】
【化１４】

　Ｒ１およびＲ３として化１４で示される基を用いることにより、絶縁性高分子は、より
高い絶縁性を示すようになる。また、絶縁性高分子で形成される層（ゲート絶縁層４０や
バッファ層６０）の機械的強度（膜強度）が向上する。
【００６３】
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　さらに、Ｒ１およびＲ３としては、それぞれ、極性基を有していないものであることが
好ましい。これにより、前記絶縁性高分子の極性を比較的低くすることができる。そのた
め、有機半導体層中に電気伝導を妨げるようなキャリアの捕獲準位の形成を抑制すること
ができるため、特に、ゲート絶縁層４０の構成材料として適したものとなる。
　極性基としては、例えば、カルボニル基（＞Ｃ＝Ｏ）、スルホニル基（＞Ｓ（＝Ｏ）２

）、－ＣＦ３、－Ｎ（Ｂｕ）２等が挙げられる。
【００６４】
　また、Ｒ１およびＲ３としては、それぞれ、化１４で表わされた複数の基のうち、下記
化１５で表わすことのできるものであることが好ましい。より具体的には、Ｒ１およびＲ
３としては、それぞれ、下記化１６に示されるものが好適に用いられる。これにより、絶
縁性高分子は、さらに高い絶縁性を示すようになる。
【００６５】
【化１５】

　［ただし、式中Ｒ２は、酸素原子、炭素数１～３のアルキレン基または２以上の芳香環
を含む連結基を示す。］
【００６６】

【化１６】

【００６７】
　例えば、Ｒ１およびＲ３を化１４（好ましくは、化１６）に示したものの中から、それ
ぞれ選択することにより、薄膜トランジスタ１のしきい電圧（Ｖｔｈ）や、オン／オフ比
等を所望のものに設定することができる。
　以上、絶縁性高分子について詳細に説明した。このような絶縁性高分子は、例えば、下
記化１７で示されるフッ素モノマーのうちの１種と、下記化１８で示されるビスフェノー
ルのうちの１種とを縮合することにより得ることができる。なお、フッ素モノマーとして
は、化１７で示されるものに限定されず、同様に、ビスフェノールとしては、化１８で示
されるものに限定されない。
【００６８】
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【化１７】

【００６９】
【化１８】

【００７０】
　例えば、より具体的には、前記絶縁性高分子としては、下記化２０で示されるものが挙
げられる。化２０中の式（Ａ）で示される絶縁性高分子材料は、下記化１９の式（１９－
１）で示されるフッ素モノマーと式（１８－１）で示されるビスフェノールとを所望の仕
込み比率で縮合することにより得られる。同様に、式（Ｂ）で示される絶縁性高分子は、
式（１９－２）で示されるフッ素モノマーと式（１８－１）で示されるビスフェノールと
を所望の仕込み比率で縮合することにより得られ、式（Ｃ）で示される絶縁性高分子は、
式（１９－１）で示されるフッ素モノマーと式（１８－２）で示されるビスフェノールと
を所望の仕込み比率で縮合することにより得られる。式（Ａ）～（Ｃ）で表わされる絶縁
性高分子は、いずれも、その両端にフッ素モノマーが位置しており、それにより、両端が
いずれもフッ素原子（フッ素原子を含む置換基）で終端している（置換されている）。な
お、絶縁性高分子としては、式（Ａ）～（Ｃ）に限定されるものではない。
【００７１】
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【化１９】

【００７２】
【化２０】

【００７３】
　ここで、縮合する際の前記フッ素モノマーの仕込み量（ｍｏｌ数）をＡとし、前記ビス
フェノールの仕込み量（ｍｏｌ数）をＢとしたとき、前記フッ素モノマーと前記ビスフェ
ノールとの仕込み比率（モル比）Ａ／Ｂは、１．２／１～１／１程度であるのが好ましく
、１．１／１～１／１程度であるのがより好ましく、１．０５／１～１／１程度であるの
がより好ましい。
【００７４】
　このような数値範囲とすることにより、より確実に、前記絶縁性高分子の理論フェノー
ル価を２．０ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇ以下とすることができる。そのため、上記範囲の仕
込み比率で得られた絶縁性高分子にて形成された薄膜は、優れた絶縁性を発揮することが
できる。これに対し、前記仕込み比率が上記上限値を超えると、フッ素モノマーの数（ｍ
ｏｌ数）が、ビスフェノールの数に対して過剰となってしまい、反応条件等によっては、
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例えば、高分子量化を図ることが困難となり、膜強度が低下する場合がある。一方、前記
仕込み比率が上記下限値未満であると、ビスフェノールの数がフッ素モノマーの数に対し
て過剰であるため、反応条件等によっては、高分子中に多量の水酸基（－ＯＨ）が存在し
てしまい、十分な絶縁性を発揮することができない場合がある。
　次いで、理論フェノール価の算出方法について簡単に説明する。
【００７５】
　まず、ビスフェノールがフッ素モノマーに対して過剰に存在する場合について、前記仕
込み比率Ａ／Ｂを１／１．０２５とした場合、例えば、フッ素モノマー４０ｍｏｌとビス
フェノール４１ｍｏｌとを反応（縮合）させた場合を例に説明する。なお、以下では、説
明の便宜上、式（１９－２）で示されるフッ素モノマーと式（１８－１）で示されるビス
フェノールとを縮合する場合について代表して説明する。
　この場合、フッ素モノマーとビスフェノールとが全て縮合したと仮定すると、下記化２
１に示すように、両端が水酸基（－ＯＨ）で終端した絶縁性高分子が得られることとなる
。
【００７６】
【化２１】

【００７７】
　このような絶縁性高分子のユニット（繰り返し単位）の分子量は、７４６であり、絶縁
性高分子の分子量は３００４８である。理論フェノール価は、ポリマー１ｇあたりの水酸
基（－ＯＨ）量をＫＯＨ換算で表わすものであるため、（価数（水酸基の数）／絶縁性高
分子の分子量）×（１ｍｏｌのＫＯＨの重量）で算出することができる。したがって、化
２１で示される絶縁性高分子のフェノール価は、（２／３００４８）×５６．１で表わさ
れ、当該式より、３.７３ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇと求まる。ちなみに、この数値は、本
発明の範囲外であるため（上限値を超えるため）、このような絶縁性高分子により形成さ
れた薄膜は、十分な耐吸湿性および絶縁性を有していない。
【００７８】
　次いで、ビスフェノールとフッ素モノマーとが等量、すなわち、前記仕込み比率Ａ／Ｂ
が１／１の場合について説明する。なお、以下では、説明の便宜上、式（１９－１）で示
されるフッ素モノマーと式（１８－１）で示されるビスフェノールとを縮合する場合につ
いて代表して説明する。
　この場合、フッ素モノマーとビスフェノールとの縮合により、下記化２２に示すように
、一端が水酸基（－ＯＨ）で終端し、他端がフッ素原子で終端した絶縁性高分子が得られ
ることとなる。
【００７９】
【化２２】
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【００８０】
　この場合には、例えば、浸透クロマトグラフ分析（ＧＰＣ）にて、縮合により得られた
絶縁性高分子の数平均分子量Ｍｎを求め、求められた数平均分子量Ｍｎが例えば３８００
０であった場合、この絶縁性高分子の理論フェノール価は、（１／３８０００）×５６．
１で表わされ、当該式より、１．４８ＫＯＨｍｇ／ポリマーｇと求まる。
【００８１】
　次いで、フッ素モノマーがビスフェノールに対して過剰に存在する場合について説明す
る。この場合には、前述した式（Ａ）～（Ｃ）で示される高分子のように、両端がともに
フッ素で終端している絶縁性高分子が得られる。この場合、この高分子中に水酸基が存在
していないため（すなわち水酸基の数が０（ゼロ）であるため）、当該絶縁性高分子の理
論フェノール価は、０（ゼロ）となる。
【００８２】
　－アクティブマトリクス装置の製造方法－
　次に、アクティブマトリクス装置３００の製造方法について説明する。
　なお、以下では、薄膜トランジスタ１の製造方法（本願発明の製造方法）を中心に説明
する。
【００８３】
　［１］　バッファ層形成工程（図３（ａ）参照）
　まず、基板５００を用意し、基板５００上にバッファ層６０を形成する。
　バッファ層６０は、例えば、前述した絶縁性高分子を溶媒に溶解した溶液を、基板５０
０上に供給した後、脱溶媒する方法（液相プロセス）により形成することができる。
　溶液の調製に用いる溶媒としては、例えば、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、アセトン
、ジエチルケトン、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、メチルイソプロピルケトン（
ＭＩＰＫ）、シクロヘキサノン等のケトン系溶媒、メタノール、エタノール、イソプロパ
ノール、エチレングリコール、ジエチレングリコール（ＤＥＧ）、グリセリン等のアルコ
ール系溶媒、ジエチルエーテル、ジイソプロピルエーテル、１，２－ジメトキシエタン（
ＤＭＥ）、１，４－ジオキサン、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、テトラヒドロピラン（
ＴＨＰ）、アニソール、ジエチレングリコールジメチルエーテル（ジグリム）、ジエチレ
ングリコールエチルエーテル（カルビトール）等のエーテル系溶媒、酢酸メチル、酢酸エ
チル、酢酸ブチル、ギ酸エチル等のエステル系溶媒、メチルセロソルブ、エチルセロソル
ブ、フェニルセロソルブ等のセロソルブ系溶媒、ヘキサン、ペンタン、ヘプタン、シクロ
ヘキサン等の脂肪族炭化水素系溶媒、トルエン、キシレン、ベンゼン、トリメチルベンゼ
ン、テトラメチルベンゼン等の芳香族炭化水素系溶媒、ピリジン、ピラジン、フラン、ピ
ロール、チオフェン、メチルピロリドン等の芳香族複素環化合物系溶媒、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルホルムアミド（ＤＭＦ）、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド（ＤＭＡ）等のアミド系溶媒
、ジクロロメタン、クロロホルム、１，２－ジクロロエタン等のハロゲン化合物系溶媒、
ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）、スルホラン等の硫黄化合物系溶媒、アセトニトリル
、プロピオニトリル、アクリロニトリル等のニトリル系溶媒、ギ酸、酢酸、トリクロロ酢
酸、トリフルオロ酢酸等の有機酸系溶媒のような各種有機溶媒、あるいはこれらの混合溶
媒等が挙げられる。
【００８４】
　また、溶液を基板５００上に供給する方法としては、例えば、スピンコート法、キャス
ティング法、マイクログラビアコート法、グラビアコート法、バーコート法、ロールコー
ト法、ワイヤーバーコート法、ディップコート法、スプレーコート法、スクリーン印刷法
、フレキソ印刷法、オフセット印刷法、インクジェット法、マイクロコンタクトプリンテ
ィング法等が挙げられ、これらのうちの１種または２種以上を組み合わせて用いることが
できる。
　脱溶媒の方法としては、例えば、自然乾燥、真空乾燥、加熱による乾燥、ガス（例えば
不活性ガス等）を吹付けることによる乾燥等の方法を用いることができる。
【００８５】
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　［２］　ソース電極およびドレイン電極形成工程（図３（ｂ）参照）
　次に、バッファ層６０上に、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂを所定距離離
間して形成する。
　まず、バッファ層６０上に金属膜（金属層）を形成する。これは、例えば、プラズマＣ
ＶＤ、熱ＣＶＤ、レーザーＣＶＤのような化学蒸着法（ＣＶＤ）、真空蒸着、スパッタリ
ング（低温スパッタリング）、イオンプレーティング等の乾式メッキ法、電解メッキ、浸
漬メッキ、無電解メッキ等の湿式メッキ法、溶射法、ゾル・ゲル法、ＭＯＤ法、金属箔の
接合等により形成することができる。
【００８６】
　この金属膜上に、レジスト材料を塗布した後に硬化させ、ソース電極２０ａおよびドレ
イン電極２０ｂの形状に対応する形状のレジスト層を形成する。このレジスト層をマスク
として用いて、金属膜の不要部分を除去する。この金属膜の除去には、例えば、プラズマ
エッチング、リアクティブイオンエッチング、ビームエッチング、光アシストエッチング
等の物理的エッチング法、ウェットエッチング等の化学的エッチング法等のうちの１種ま
たは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００８７】
　その後、レジスト層を除去することにより、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０
ｂが得られる。
　なお、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂは、例えば、導電性粒子を含む導電
性材料をバッファ層６０上に供給して液状被膜を形成した後、必要に応じて、この液状被
膜に対して後処理（例えば加熱、赤外線の照射、超音波の付与等）を施すことにより形成
することもできる。
　なお、この導電性材料を供給する方法には、前記工程［１］で挙げた方法を用いること
ができる。
　また、このとき、データ線３０１および画素電極３０３も形成する。
【００８８】
　［３］　有機半導体層形成工程（図３（ｃ）参照）
　次に、ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂとに接触するように、有機半導体層
３０を形成する。
【００８９】
　有機半導体層３０は、例えば、有機半導体材料またはその前駆体を含む溶液を、バッフ
ァ層６０上の、ソース電極２０ａとドレイン電極２０ｂとの間の領域を含む所定の領域に
供給して液状被膜を形成した後、必要に応じて、この液状被膜に対して後処理（例えば加
熱、赤外線の照射、超音波の付与等）を施すことにより形成することができる。
　なお、この溶液を供給する方法には、前記工程［１］で挙げた方法を用いることができ
る。
【００９０】
　［４］　ゲート絶縁層形成工程（図３（ｄ）参照）
　次に、ソース電極２０ａ、ドレイン電極２０ｂおよび有機半導体層３０を覆うように、
ゲート絶縁層４０を形成する。
　ゲート絶縁層４０は、前記バッファ層６０と同様にして、液相プロセスにより形成する
ことができる。
　液相プロセスを用いることにより、有機半導体層３０に不要な熱が加わるのを防止して
、有機半導体層３０の特性、ひいては、薄膜トランジスタ１の特性の低下を好適に防止す
ることができる。
【００９１】
　この場合、溶液の調製に用いる溶媒には、有機半導体層３０に溶解や膨潤を生じさせな
いものが選択される。かかる溶媒としては、前記工程［１］で挙げたものの中でも、特に
、ケトン系溶媒およびエステル系溶媒のうちの少なくとも一方を主成分とすることが好適
である。
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　なお、前記一般式（Ｉ）で表される絶縁性高分子は、フッ素化されたベンゼン環および
カルボニル基（またはエステル基）を有することから、ケトン系溶媒やエステル系溶媒の
ような比較的極性の高い溶媒にも十分に溶解する。
【００９２】
　［５］　ゲート電極形成工程（図４（ｅ）参照）
　次に、ゲート絶縁層４０上に、ソース電極２０ａとドレイン電極２０ｂとの間の領域に
対応するように、ゲート電極５０を形成する。
　ゲート電極５０は、前記ソース電極２０ａおよびドレイン電極２０ｂと同様にして形成
することができる。
【００９３】
　中でも、ゲート電極５０は、電極形成用材料（導電性材料）として、例えば、ＰＥＤＯ
Ｔ／ＰＳＳ（導電性高分子）の分散液や、銀コロイド、銅コロイドのような金属粒子を含
む分散液等を用いた液相プロセスにより形成するのが好ましい。
　かかる液相プロセスにおいて、例えば、電極形成用材料を、ゲート絶縁層４０上にイン
クジェット法により供給することにより、寸法精度の高いゲート電極５０を簡便に形成す
ることができる。
【００９４】
　ここで、これらの電極形成用材料は、水系分散媒を用いて調製されるが、水系分散媒中
には、不純物としてまたは金属粒子から溶出する等して各種イオンが溶存することが多い
。
　ところが、ゲート絶縁層４０を、前述したような耐湿性の高い（吸湿性の低い）絶縁性
高分子を主材料として構成することにより、各種イオンがゲート絶縁層４０を拡散するの
を防止することができる。これにより、ゲート絶縁層４０にイオンが拡散することが原因
となって生じる不都合（例えば、イオン電流の発生、絶縁破壊等）が防止され、薄膜トラ
ンジスタ１の特性を長期に亘って維持することができる。
　また、このとき、走査線３０２を形成する。
【００９５】
　なお、本実施形態では、走査線３０２は、ゲート電極５０とは別途形成されるが、隣接
する薄膜トランジスタ１のゲート電極５０を連続して形成することにより走査線３０２と
してもよい。
　［６］　保護層形成工程（図３（ｆ）参照）
　次に、ゲート絶縁層４０上に、ゲート電極５０を覆うように保護層７０を形成する。
　保護層７０は、前記有機半導体層３０と同様にして形成することができる。
【００９６】
　＜電子デバイス＞
　次に、本発明の電子デバイスとして、前述したようなアクティブマトリクス装置が組み
込まれた電気泳動表示装置を一例に説明する。
　図５は、電気泳動表示装置の実施形態を示す縦断面図である。なお、以下の説明では、
図５中上側を「上」、下側を「下」として説明する。
　図５に示す電気泳動表示装置２００は、前述したアクティブマトリクス装置３００と、
このアクティブマトリクス装置３００上に設けられた電気泳動表示部４００とで構成され
ている。
【００９７】
　この電気泳動表示部４００は、透明電極（共通電極）４０３を備える透明基板４０４と
、バインダ材４０５により透明電極４０３に固定されたマイクロカプセル４０２とで構成
されている。
　そして、マイクロカプセル４０２が画素電極３０３に接触するようにして、アクティブ
マトリクス装置３００と電気泳動表示部４００とが接合されている。
【００９８】
　各カプセル４０２内には、それぞれ、特性の異なる複数種の電気泳動粒子、本実施形態
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では、電荷および色（色相）の異なる２種の電気泳動粒子４２１、４２２を含む電気泳動
分散液４２０が封入されている。
　このような電気泳動表示装置２００では、１本あるいは複数本の走査線３０２に選択信
号（選択電圧）を供給すると、この選択信号（選択電圧）が供給された走査線３０２に接
続されている薄膜トランジスタ１がＯＮとなる。
【００９９】
　これにより、かかる薄膜トランジスタ１に接続されているデータ線３０１と画素電極３
０３とは、実質的に導通する。このとき、データ線３０１に所望のデータ（電圧）を供給
した状態であれば、このデータ（電圧）は画素電極３０３に供給される。
　これにより、画素電極３０３と透明電極４０３との間に電界が生じ、この電界の方向、
強さ、電気泳動粒子４２１、４２２の特性等に応じて、電気泳動粒子４２１、４２２は、
いずれかの電極に向かって電気泳動する。
【０１００】
　一方、この状態から、走査線３０２への選択信号（選択電圧）の供給を停止すると、薄
膜トランジスタ１はＯＦＦとなり、かかる薄膜トランジスタ１に接続されているデータ線
３０１と画素電極３０３とは非導通状態となる。
　したがって、走査線３０２への選択信号の供給および停止、あるいは、データ線３０１
へのデータの供給および停止を適宜組み合わせて行うことにより、電気泳動表示装置２０
０の表示面側（透明基板４０４側）に、所望の画像（情報）を表示させることができる。
【０１０１】
　特に、本実施形態の電気泳動表示装置２００では、電気泳動粒子４２１、４２２の色を
異ならせていることにより、多階調の画像を表示することが可能となっている。
　また、本実施形態の電気泳動表示装置２００は、アクティブマトリクス装置３００を有
することにより、特定の走査線３０２に接続された薄膜トランジスタ１を選択的にＯＮ／
ＯＦＦすることができるので、クロストークの問題が生じにくく、また、回路動作の高速
化が可能であることから、高い品質の画像（情報）を得ることができる。
【０１０２】
　また、本実施形態の電気泳動表示装置２００は、低い駆動電圧で作動するため、省電力
化が可能である。
　なお、前述したような薄膜トランジスタ１を備えるアクティブマトリクス装置が組み込
まれた表示装置は、このような電気泳動表示装置２００への適用に限定されるものではな
く、例えば、液晶表示装置等に適用することもできる。
【０１０３】
　＜電子機器＞
　このような電気泳動表示装置２００は、各種電子機器に組み込むことができる。以下、
電気泳動表示装置２００を備える本発明の電子機器について説明する。
　＜＜電子ペーパー＞＞
　まず、本発明の電子機器を電子ペーパーに適用した場合の実施形態について説明する。
　図６は、本発明の電子機器を電子ペーパーに適用した場合の実施形態を示す斜視図であ
る。
　この図に示す電子ペーパー６００は、紙と同様の質感および柔軟性を有するリライタブ
ルシートで構成される本体６０１と、表示ユニット６０２とを備えている。
　このような電子ペーパー６００では、表示ユニット６０２が、前述したような電気泳動
表示装置２００で構成されている。
【０１０４】
　＜＜ディスプレイ＞＞
　次に、本発明の電子機器をディスプレイに適用した場合の実施形態について説明する。
　図７は、本発明の電子機器をディスプレイに適用した場合の実施形態を示す図であり、
（ａ）は断面図、（ｂ）は平面図である。
　この図に示すディスプレイ８００は、本体部８０１と、この本体部８０１に対して着脱
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自在に設けられた電子ペーパー６００とを備えている。なお、この電子ペーパー６００は
、前述したような構成、すなわち、図６に示す構成と同様のものである。
【０１０５】
　本体部８０１は、その側部（図中、右側）に電子ペーパー６００を挿入可能な挿入口８
０５が形成され、また、内部に二組の搬送ローラ対８０２ａ、８０２ｂが設けられている
。電子ペーパー６００を、挿入口８０５を介して本体部８０１内に挿入すると、電子ペー
パー６００は、搬送ローラ対８０２ａ、８０２ｂにより挟持された状態で本体部８０１に
設置される。
【０１０６】
　また、本体部８０１の表示面側（下図（ｂ）中、紙面手前側）には、矩形状の孔部８０
３が形成され、この孔部８０３には、透明ガラス板８０４が嵌め込まれている。これによ
り、本体部８０１の外部から、本体部８０１に設置された状態の電子ペーパー６００を視
認することができる。すなわち、このディスプレイ８００では、本体部８０１に設置され
た状態の電子ペーパー６００を、透明ガラス板８０４において視認させることで表示面を
構成している。
【０１０７】
　また、電子ペーパー６００の挿入方向先端部（図中、左側）には、端子部８０６が設け
られており、本体部８０１の内部には、電子ペーパー６００を本体部８０１に設置した状
態で端子部８０６が接続されるソケット８０７が設けられている。このソケット８０７に
は、コントローラー８０８と操作部８０９とが電気的に接続されている。
　このようなディスプレイ８００では、電子ペーパー６００は、本体部８０１に着脱自在
に設置されており、本体部８０１から取り外した状態で携帯して使用することもできる。
【０１０８】
　また、このようなディスプレイ８００では、電子ペーパー６００が、前述したような電
気泳動表示装置２００で構成されている。
　なお、本発明の電子機器は、以上のようなものへの適用に限定されず、例えば、テレビ
、ビューファインダ型、モニタ直視型のビデオテープレコーダ、カーナビゲーション装置
、ページャ、電子手帳、電卓、電子新聞、ワードプロセッサ、パーソナルコンピュータ、
ワークステーション、テレビ電話、ＰＯＳ端末、タッチパネルを備えた機器等を挙げるこ
とができ、これらの各種電子機器の表示部に、電気泳動表示装置２００を適用することが
可能である。
【０１０９】
　以上、本発明の有機半導体装置およびその製造方法につき、図示の実施形態に基づいて
説明したが、本発明はこれらに限定されるものでない。
　前記実施形態では、薄膜トランジスタ１がトップゲート構造である場合を代表に説明し
たが、薄膜トランジスタ１は、ゲート電極５０がソース電極２０ａおよびドレイン電極２
０ｂより基板５００側に位置するボトムゲート構造であってもよい。
【実施例】
【０１１０】
　１．薄膜トランジスタの製造
　以下に示すようにして、実施例１～１３および比較例１～９の薄膜トランジスタを、そ
れぞれ、２００個ずつ製造した。
　（実施例１）
　まず、前記式（１９－１）で示されるフッ素モノマーであるビス(２、３、４、５、６
－ペンタフルオロベンゾイル)ジフェニルエーテル(以下ＢＰＤＥと略する)１５．４５ｇ
（２７．７ｍｍｏｌ）、前記式（１８－１）で示されるビスフェノールであるビスフェノ
ールＡ(以下ＢｉｓＡと略する)６．１６ｇ（２７ｍｍｏｌ）、炭酸カリウム １１．１７
ｇ（８０．８ｍｍｏｌ）、モレキュラーシーブ６．８ｇ、メチルエチルケトン８１ｇを加
えて、７９℃で７時間反応した。
【０１１１】
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　なお、前記式（１９－１）で示されるフッ素モノマーと前記式（１８－１）で示される
ビスフェノールの仕込み比率は上述のように１．０２５／１であった。その後、酢酸ブチ
ルで希釈した後に濾過を行ない、そのポリマー溶液を脱イオン水で分液洗浄し、洗浄した
ポリマー溶液を濃縮することで下記化２３で示すような、理論フェノール価が０（ゼロ）
の高分子（Ｄ）を得た。
【０１１２】
【化２３】

　絶縁性高分子を得る工程とは別に、ガラス基板（ＮＥＣコーニング社製、「ＯＡ１０」
）を用意し、水を用いて洗浄した後、乾燥した。次に、ガラス基板上に、アクリル系紫外
線硬化樹脂組成物を、スピンコート法（２４００ｒｐｍ、３０秒）により塗布した後、紫
外線を照射して硬化させた。これにより、平均厚さ５００ｎｍのバッファ層を得た。
【０１１３】
　次に、バッファ層上に、蒸着法により金の薄膜を形成した後、フォトリソグラフィー法
によりレジスト層を形成し、このレジスト層をマスクとして金の薄膜をエッチングした。
これにより、平均厚さ１００ｎｍ、チャネル長１０μｍ／チャネル幅１ｍｍのソース電極
およびドレイン電極を得た。
　次に、ソース電極およびドレイン電極を形成したバッファ層上に、１ｗｔ％となるよう
に調製したポリ（３－ヘキシルチオフェン－２，４－ジイル）（Ｐ３ＨＴ）のトルエン溶
液を、インクジェット法により塗布した後、１００℃×１０分間で乾燥した。これにより
、平均厚さ５０ｎｍの有機半導体層を得た。
【０１１４】
　次に、有機半導体層、ソース電極およびドレイン電極を覆うように、７ｗｔ％となるよ
うに調製した高分子（Ｄ）の酢酸ブチル溶液を、スピンコート法（２０００ｒｐｍ、６０
秒）により塗布した後、６０℃×１０分間で乾燥した。これにより、平均厚さ５００ｎｍ
のゲート絶縁層を得た。
　次に、ゲート絶縁層上の、ソース電極とドレイン電極との間の領域に対応する領域に、
Ａｇ粒子の水分散液を、インクジェット法により塗布した後、８０℃×１０分間で乾燥し
た。これにより、平均厚さ１００ｎｍ、平均幅３０μｍのゲート電極を得た。なお、以下
の表１中、ゲート電極の形成に、Ａｇ粒子の水分散液を用いた場合を「Ａｇ－ＩＪ」と略
して示す。
【０１１５】
　（実施例２）
　絶縁性高分子を得る際に、前記式（１９－２）で示されるフッ素モノマーである２、２
－ビス（２、３、４、５、６－ペンタフルオロベンゾイルオキシ）ジフェニルエーテル１
２．１ｇ（２０．５ｍｍｏｌ）、前記式（１８－１）で示されるＢｉｓＡ４．５６ｇ（２
０ｍｍｏｌ）、炭酸カリウム５．５３ｇ（４０ｍｍｏｌ）、モレキュラーシーブ７ｇ、メ
チルエチルケトン９０ｇを加えて、７９℃で７．５時間反応した。
【０１１６】
　なお、前記式（１９－２）で示されるフッ素モノマーと前記式（１８－１）で示される
ビスフェノールの仕込み比率は上述のように１．０２５／１であった。その後、酢酸ブチ
ルで希釈した後に濾過を行ない、そのポリマー溶液を脱イオン水で分液洗浄し、洗浄した
ポリマー溶液を濃縮することで得られた下記化２４で示すような、理論フェノール価が０
（ゼロ）の高分子（Ｅ）を用いた以外は、前記実施例１と同様にして薄膜トランジスタを



(31) JP 2010-74087 A 2010.4.2

10

20

30

40

50

製造した。
【０１１７】
【化２４】

【０１１８】
　（実施例３）
　絶縁性高分子を得る際に、前記式（１９－１）で示されるフッ素モノマーと前記式（１
８－１）で示されるビスフェノールとの仕込み比率を１／１として、重量平均分子量を１
５０，０００とした以外は、前記実施例１と同様にして薄膜トランジスタを製造した。
【０１１９】
　（実施例４）
　絶縁性高分子を得る際に、前記式（１９－１）で示されるＢＰＤＥ１６．７５ｇ（３０
ｍｍｏｌ）、前記式（１８－２）で示される２、２－ジヒドロキシフェニルヘキサフルオ
ロプロパン１０．０８ｇ（３０ｍｍｏｌ）、炭酸カリウム４．５５ｇ（３２．９ｍｍｏｌ
）、モレキュラーシーブ５．４ｇ、ジメチルアセトアミド９０ｇを加えて、６０℃で６時
間反応した。
【０１２０】
　なお、前記式（１９－１）で示されるフッ素モノマーと前記式（１８－２）で示される
化合物の仕込み比率は上述のように１／１であった。その後、アセトンで希釈した後に濾
過を行ない、そのポリマー溶液を脱イオン水に混合して再沈殿した。得られた固体を濾過
し乾燥し、再度アセトンに溶解して脱イオン水で再沈殿工程を２回繰り返し行なった。得
られた固体を濾過して乾燥することで得られた下記化２５で示すような高分子（Ｆ）を用
いた以外は前記実施例１と同様にして薄膜トランジスタを製造した。
【０１２１】

【化２５】

【０１２２】
　（実施例５）
　絶縁性高分子を得る際に、前記式（１９－１）で示されるフッ素モノマーと前記式（１
８－１）で示されるビスフェノールとの仕込み比率を１．０４／１として、重量平均分子
量を３６，０００とした以外は、前記実施例１と同様にして薄膜トランジスタを製造した
。
　（実施例６）
　ゲート電極を、金を蒸着することにより形成した以外は、前記実施例１と同様にして薄
膜トランジスタを製造した。なお、以下の表１中、ゲート電極の形成に、金の蒸着を用い
た場合を「Ａｕ」と略して示す。
【０１２３】
　（実施例７）
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　ゲート電極を形成する際に、Ａｇ粒子の水分散液に代えて、ポリ（３，４－エチレンジ
オキシチオフェン）／ポリ（スチレンスルホン酸）（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ）の水分散液を
用いた以外は、前記実施例１と同様にして薄膜トランジスタを製造した。なお、以下の表
１中、ゲート電極の形成に、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）／ポリ（スチ
レンスルホン酸）の水分散液を用いた場合を「ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ」と略して示す。
【０１２４】
　（実施例８）
　前記実施例１と同様の方法で絶縁性高分子（Ｄ）を得た。
　次に、絶縁性高分子を得る工程とは別にガラス基板（ＮＥＣコーニング社製、「ＯＡ１
０」）を用意し、水を用いて洗浄した後、乾燥した。次に、ガラス基板上に、アクリル系
紫外線硬化樹脂組成物を、スピンコート法（２４００ｒｐｍ、３０秒）により塗布した後
、紫外線を照射して硬化させた。これにより、平均厚さ５００ｎｍのバッファ層を得た。
　次に、０．７ｗｔ％となるように調製した高分子（Ｄ）の酢酸ブチル溶液を、スピンコ
ート法により塗布した後、６０℃×１０分間で乾燥した。これにより、平均厚さ５０ｎｍ
の絶縁性高分子（Ｄ）の薄膜を得た。
次に、前記絶縁性高分子（Ｄ）の薄膜上にソース電極およびドレイン電極の形状に対応す
るように、マスク蒸着法を用いて金の薄膜を形成した。これにより、平均厚さ１００ｎｍ
、チャネル長５０μｍ／チャネル幅１ｍｍの金のソース電極およびドレイン電極を得た。
【０１２５】
　次に、ソース電極およびドレイン電極を形成したバッファ層上に、１ｗｔ％となるよう
に調製したポリ（３－ヘキシルチオフェン－２，４－ジイル）（Ｐ３ＨＴ）のトルエン溶
液を、インクジェット法により塗布した後、１００℃×１０分間で乾燥した。これにより
、平均厚さ５０ｎｍの有機半導体層を得た。
　次に、有機半導体層、ソース電極およびドレイン電極を覆うように、７ｗｔ％となるよ
うに調製した高分子（Ｄ）の酢酸ブチル溶液を、スピンコート法（２０００ｒｐｍ、６０
秒）により塗布した後、６０℃×１０分間で乾燥した。これにより、平均厚さ５００ｎｍ
のゲート絶縁層を得た。
　次に、ゲート絶縁層上の、ソース電極とドレイン電極との間の領域に対応する領域に、
Ａｇ粒子の水分散液を、インクジェット法により塗布した後、８０℃×１０分間で乾燥し
た。これにより、平均厚さ１００ｎｍ、平均幅７０μｍのゲート電極を得た。
【０１２６】
　（比較例１）
　ゲート絶縁層を形成する際に、高分子（Ｄ）に代えて、ポリメチルメタクリレート（Ｐ
ＭＭＡ）を用いた以外は、前記実施例１と同様にして薄膜トランジスタを製造した。
　（比較例２）
　絶縁性高分子を得る際に、前記式（１９－１）で示されるフッ素モノマーと前記式（１
８－１）で示されるビスフェノールとの仕込み比率を１／１とし、１重量平均分子量を９
４，５００とした以外は、前記実施例１と同様にして薄膜トランジスタを製造した。
【０１２７】
　（比較例３）
　絶縁性高分子を得る際に、前記式（１９－２）で示されるフッ素モノマーと前記式（１
８－１）で示されるビスフェノールとの仕込み比率を１／１．０２５とした以外は、前記
実施例１と同様にして薄膜トランジスタを製造した。
　（比較例４）
　絶縁性高分子を得る際に、前記式（１９－１）で示されるフッ素モノマーと前記式（１
８－２）で示されるビスフェノールとの仕込み比率を１／１．０２５とした以外は、前記
実施例２と同様にして薄膜トランジスタを製造した。
【０１２８】
　（比較例５）
　前記実施例１と同様の方法で絶縁性高分子（Ｄ）を得た。
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　次に、絶縁性高分子を得る工程とは別にガラス基板（ＮＥＣコーニング社製、「ＯＡ１
０」）を用意し、水を用いて洗浄した後、乾燥した。次に、ガラス基板上に、アクリル系
紫外線硬化樹脂組成物を、スピンコート法（２４００ｒｐｍ、３０秒）により塗布した後
、紫外線を照射して硬化させた。これにより、平均厚さ５００ｎｍのバッファ層を得た。
　次に、前記絶縁性高分子（Ｄ）の薄膜上にソース電極およびドレイン電極の形状に対応
するように、マスク蒸着法を用いて金の薄膜を形成した。これにより、平均厚さ１００ｎ
ｍ、チャネル長５０μｍ／チャネル幅１ｍｍの金のソース電極およびドレイン電極を得た
。
【０１２９】
　次に、ソース電極およびドレイン電極を形成したバッファ層上に、１ｗｔ％となるよう
に調製したポリ（３－ヘキシルチオフェン－２，４－ジイル）（Ｐ３ＨＴ）のトルエン溶
液を、インクジェット法により塗布した後、１００℃×１０分間で乾燥した。これにより
、平均厚さ５０ｎｍの有機半導体層を得た。
　次に、有機半導体層、ソース電極およびドレイン電極を覆うように、７ｗｔ％となるよ
うに調製した高分子（Ｄ）の酢酸ブチル溶液を、スピンコート法（２０００ｒｐｍ、６０
秒）により塗布した後、６０℃×１０分間で乾燥した。これにより、平均厚さ５００ｎｍ
のゲート絶縁層を得た。
次に、ゲート絶縁層上の、ソース電極とドレイン電極との間の領域に対応する領域に、Ａ
ｇ粒子の水分散液を、インクジェット法により塗布した後、８０℃×１０分間で乾燥した
。これにより、平均厚さ１００ｎｍ、平均幅７０μｍのゲート電極を得た。
【０１３０】
　２．各種測定
　各実施例１～１４および各比較例１～９で用いられる高分子（絶縁性高分子）について
、それぞれ、誘電率、吸水率および分子量（Ｍｗ）を以下のようにして測定した。
　≪誘電率≫
　まず、銅板上に絶縁性高分子をスピンコーターを用いて塗布した後、８０℃で１０分間
乾燥した後、１５０℃でさらに３０分間乾燥し、厚さ１０μｍの薄膜（絶縁層）を得た。
さらに、薄膜の表面（前記銅板と反対側の面）に金（Ａｕ）を蒸着して電極を形成し、こ
れにより、絶縁層の両面に電極が形成された評価用サンプルを得た。このサンプルの誘電
率をインピーダンスアナライザ（ヒューレットパッカード社製、ＨＰ－４２９２Ａ）を用
いて測定した。
【０１３１】
　≪吸水率≫
　絶縁性高分子を適当な溶媒（酢酸ブチル、シクロヘキサン、トルエンから好適に選択さ
れる溶媒）に溶解してなる溶液を、アプリケータを用いてＰＥＴフィルム上に塗工し、８
０℃で１２０分間乾燥した（これにより、ＰＥＴフィルム上に、絶縁性高分子を含む薄膜
（フィルム）が形成されることとなる）。そして、ＰＥＴフィルムを剥離した後、アフタ
ーヒートを行って、前記薄膜から溶媒を除去した。薄膜のサイズ（縦×横×厚さ）は、２
０ｃｍ×２０ｃｍ×４０μｍであった。
　このようにして得られた溶媒除去後の薄膜の重量を測定し、その後、当該薄膜を脱イオ
ン水に浸漬して浸漬後の薄膜の重量を測定し、これら重量差（比）から吸水率を求めた。
【０１３２】
　≪分子量（Ｍｗ）≫
　高速ＧＰＣ装置（東ソー（株）製、ＨＬＣ－８２２０）を用いて、以下の条件で測定を
行った。
　展開溶媒：ＴＨＦ
　カラム：ＴＳＫ－ｇｅｌ　ＧＭＨＸＬ×２本
　溶離液流量：１ｍｌ／ｍｉｎ
　カラム温度：４０℃
【０１３３】
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　３．評価
　実施例１～１４および比較例１～９に用いられる絶縁性高分子について、以下のような
試験を行った。
　（３－１）薄膜形成性試験
　絶縁性高分子を基板上にスピンコーターを用いて塗布し、乾燥させて厚さ約１μｍの薄
膜（フィルム）の形成を試みた。このような薄膜形成性試験を各絶縁性高分子について、
それぞれ１００回行った。薄膜形成性は、次のようにして評価した。
　◎‥‥‥９５～１００回、薄膜が形成された
　○‥‥‥７０～９４回、薄膜が形成された
　△‥‥‥１０～６９回、薄膜が形成された
　×‥‥‥０～９回、薄膜が形成された
【０１３４】
　（３－２）溶剤溶解性試験
　絶縁性高分子１ｇに、各溶剤（酢酸ブチル、シクロヘキサン、トルエン）を９ｇ添加し
て溶解性を確認した。なお、この試験は、２５℃の各溶剤を用いて行った。溶解性は、次
のようにして評価した。
　◎‥‥‥溶解
　○‥‥‥一部溶解
　△‥‥‥膨潤
　×‥‥‥不溶
　また、実施例１～８および比較例１～５により得られた有機半導体素子について、以下
のような試験を行った。なお、各試験は、２００個の有機半導体を用いて行った。
【０１３５】
　（３－３）伝達特性試験
　窒素（Ｎ２）中または大気（ａｉｒ）中（２５℃、６０％ＲＨ）において伝達特性を測
定した。そして、得られた結果から、それぞれの雰囲気での移動度、オン電流とオフ電流
との比率であるオン／オフ比（ｏｎ－ｏｆｆ比）、しきい電圧(Ｖｔｈ)を算出した。
　なお、表１には、移動度、ｏｎ－ｏｆｆ比、および、窒素中でのＶｔｈと大気中でのＶ
ｔｈとの差（ΔＶｔｈ＝Ｖｔｈ（ａｉｒ）－Ｖｔｈ（Ｎ２））とを示した。さらに、表１
中には、大気中（２５℃、６０％ＲＨ）において絶縁破壊試験を５回以上行い、その最低
値をＶｂｄとして示した。また、表１中の各数値は、いずれも、２００個の薄膜トランジ
スタで得られたデータの平均値である。
　以上、２．各種測定、３．評価の各結果を表１に示した。
【０１３６】
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【表１】

【０１３７】
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　表１に示すように、いずれの薄膜トランジスタも、窒素中に比べて、大気中では移動度
が低下する傾向を示した。しかしながら、各実施例の薄膜トランジスタは、いずれも、そ
の移動度の低下が、比較例の薄膜トランジスタの移動度の低下に比較して小さいことが明
らかとなった。同様の傾向が、ｏｎ－ｏｆｆ比についても認められた。
　また、各実施例の薄膜トランジスタは、いずれも、そのΔＶｔｈが、対応する比較例の
薄膜トランジスタのΔＶｔｈに比較して小さいことも明らかとなった。
【０１３８】
　さらに、大気中での絶縁破壊電圧は、各実施例の薄膜トランジスタの方が、全体的に各
比較例の薄膜トランジスタより高くなる傾向を示し、この傾向は、ゲート電極をＡｇ粒子
やＰＥＤＯＴ／ＰＳＳで作製した場合に顕著であった。
　また、各実施例の薄膜トランジスタは、いずれも、各比較例の薄膜トランジスタよりも
、吸水率が低い。さらに、各実施例１～１４の中でも、理論フェノール価が０（ゼロ）の
実施例の吸水率がより低くなっており、それらの中でも、仕込み比率が１．０２５／１の
実施例がさらに低くなっている。
【図面の簡単な説明】
【０１３９】
【図１】本発明の有機半導体装置を適用したアクティブマトリクス装置の構成を示すブロ
ック図である。
【図２】図１に示すアクティブマトリクス装置が備える有機薄膜トランジスタの構成を示
す図（縦断面図および平面図）である。
【図３】図２に示す有機薄膜トランジスタの製造方法を説明するための図（縦断面図）で
ある。
【図４】図２に示す有機薄膜トランジスタの製造方法を説明するための図（縦断面図）で
ある。
【図５】電気泳動表示装置の実施形態を示す縦断面図である。
【図６】本発明の電子機器を電子ペーパーに適用した場合の実施形態を示す斜視図である
。
【図７】本発明の電子機器をディスプレイに適用した場合の実施形態を示す図である。
【符号の説明】
【０１４０】
　１‥‥薄膜トランジスタ　２０ａ‥‥ソース電極　２０ｂ‥‥ドレイン電極　３０‥‥
有機半導体層　４０‥‥ゲート絶縁層　５０‥‥ゲート電極　６０‥‥バッファ層　７０
‥‥保護層　２００‥‥電気泳動表示装置　３００‥‥アクティブマトリクス装置　３０
１‥‥データ線　３０２‥‥走査線　３０３‥‥画素電極　４００‥‥電気泳動表示部　
４０２‥‥マイクロカプセル　４２０‥‥電気泳動分散液　４２１、４２２‥‥電気泳動
粒子　４０３‥‥透明電極　４０４‥‥透明基板　４０５‥‥バインダ材　５００‥‥基
板　６００‥‥電子ペーパー　６０１‥‥本体　６０２‥‥表示ユニット　８００‥‥デ
ィスプレイ　８０１‥‥本体部　８０２ａ、８０２ｂ‥‥搬送ローラ対　８０３‥‥孔部
　８０４‥‥透明ガラス板　８０５‥‥挿入口　８０６‥‥端子部　８０７‥‥ソケット
　８０８‥‥コントローラー　８０９‥‥操作部
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